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【A】

①知事部局と連携した継続的な情報提供及び周知機会の拡大 ①各種支援制度の認知度は改善傾向にあるが、より一層認知度を高
める取組が必要

【C】

【P】

①地域の実情に応じ安全・安心な子どもの活動拠点づくりの推進
②学習支援員の派遣による北海道高等学校学校サポーター派遣事業
③義務教育段階の教育を十分に受けることができなかった方々など
に対する教育機会の確保に向けた市町村教育委員会などと連携した
取組

①・市町村において補助事業による放課後子供教室や子ども未来塾
  を実施（放課後子供教室：64市町村、子供未来塾：19市町村）
　・放課後活動を支える人材の資質向上を図るため、施設の感染症
　対策や子どもへの支援の方法などの専門的な講義や演習等を行う
　放課後活動推進協議会を開催
②高等学校において、学習の定着や学習意欲が十分でない生徒を支
援する学習サポーターを７管内13校に派遣
③・夜間中学等に関する協議会の開催（Ｒ４.２開催）
　・市町村向け資料「公立夜間中学設置等による教育機会の確保に
　向けて」の活用状況を把握

【D】

【A】

①・引き続き、協働活動支援員等を対象に、新型コロナウイルス感
　染症等の状況を踏まえた環境整備や子どもへの支援の在り方を含
　めた専門的な講義や演習を行う研修会の実施
　・保健福祉部と連携して実施している研修会において、日常の取
　組や現状と課題の交流等を通して各地域における活動の推進につ
　ながる事例発表・情報交流を引き続き実施
②学習に困難を抱えている生徒の支援や、学業不振による中途退学
及び不登校を未然に防ぐため、学習支援員の派遣を継続
③・道内の各地域における教育機会の確保に向けた検討の更なる促
　進
　・札幌市立夜間中学での実践事例を発信するなど、認知度向上に
　向けた公立夜間中学に関する周知の継続

①・コロナ禍など社会環境の変化をはじめとした様々な要因により
　厳しい環境に置かれる子どもに対してきめ細かな対応・支援が必
　要
　・コロナ禍により、放課後子供教室が実施できなくなると、子ど
　もが安全・安心に過ごしたり、多様な体験・活動を行う拠点が減
　少してしまうことから、活動拠点の環境整備のための専門的な内
　容を学ぶ研修が必要
②一定数在籍する学業不振を理由とする不登校生等の支援のため、
生徒の学習を補助する取組が必要
③札幌市に夜間中学が設置されるが、北海道の広域性を踏まえる
と、市町村における教育機会の提供など、更に夜間中学の設置を含
めた教育機会の確保の在り方の協議・検討が必要

【C】

(3)多様な学習機会の提供や子どもの居場所づくり

(4)各種の支援制度や相談窓口等の積極的な情報提供

【P】

①知事部局と連携し、各種支援制度や相談窓口等の積極的な情報提
供

①・子どもの貧困対策に関する教育支援の主な取組について、各種
  の支援制度や相談窓口等をまとめ、各道立学校及び各市町村教育
　委員会（各市町村立学校）に配布
　・教育支援の制度概要等について、「ほっとネット」に掲載

【D】
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